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2017年度の与党税制大綱が決定
目玉は所得税の配偶者控除の見直し
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自民・公明両党は2016年12月８日、2017年度

の与党税制大綱を決定した。政府は、１月召集

予定の通常国会に税制改正法案を提出し、今年

度中の成立を目指す。

大綱の目玉である配偶者控除の見直しは、配偶

者控除を満額受けられる配偶者の年収上限を現

行の103万円から150万円に引き上げ、150万円

を超えても201万円以下までは段階的に縮小し

つつも控除が受けられる仕組みとする。ただし、

世帯主（夫）の年収には制限を設け、1,220万円を

超えると控除が受けられない。

所得拡大促進税制は、新たに「前年度比２％以上

の賃上げ」という要件を設定し、その際の控除率は現行より引き上げ、企業規模で控除率に差を設ける（中小企業は増加分の22％、

大企業で12％）。

研究開発促進税制は、対象に I oT、ビックデータ、人工知能等を活用した「第４次産業革命型」のサービス開発のための試験研究に

係る一定の費用を新たに追加する。さらに、研究開発費の総額に対する減税（総額型）と開発費が過去３年の平均より増加した場

合の減税（増加型）の２種類を増加型に一本化した上で、控除割合を６～14％（中小企業は12 ～17％）に見直す。

そのほか、(1)積立型NISAの創設、(2)タワーマンション節税の抑制、(3)ビール系飲料の税額は2020年10月から2026年10月にか

けて３段階で統一、などが盛り込まれている。

2017年度の与党税制大綱が決定
目玉は所得税の配偶者控除の見直し

税理士の

岡山事業部　清水厳己

今回の税制改正大綱で、満額の配偶者控除が適用される配偶者の年収上限が103万円か

ら150万円に変更されました。また段階的に控除の金額が減額され、最終的に控除が受

けられなくなる配偶者の年収が141万円から201万円に変更されました。

なお、配偶者控除は世帯主の合計所得金額が1,000万円を超える場合には適用できませ

んので注意が必要です。この改正は法案が成立した場合、平成30年分以後の所得税に

ついて適用となります。
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コンサルの

企業が成長するためには現状分析を行い、目指すべきゴール（目標）と達成するべき課題を設定しなければなり

ません。その理由は大きく３つあります。

①達成方法や行動内容が「できること」、「したいこと」ではなく「するべきこと」となる。

②会社全体で目標達成のために必要な情報や外部の変化に敏感になる。

③経営層の意思決定事項に説得力が増し、従業員が納得して行動する。

日々の業務に追われていると、課題に対する行動計画設定後の進捗管理や見直しがおろそかになりがちです。

成長の実感や計画の軌道修正を行うためにも意識的に時間を設定し、振り返りを行うことが重要です。

中小企業診断士　石田竜佑

経営課題は、経営目標と現状とのギャップです。

自社の経営分析（外部経営環境分析＋内部経営環境分析⇒機会、脅威、強み、弱み）により明らかになった経営実態と、経営理念・

経営ビジョンに基づいて設定された中期経営目標から、自社の問題点を認識し、解決すべき問題点を経営課題として設定します。

経営戦略は、このようにして設定された経営課題を解決するために選ばれたシナリオ、方法です。したがって、まず経営課題を

明確にすることが重要です。

(1)戦略課題を検討する 

自社の問題点を、経営環境、経営力、企業力の３つ

の観点から分析し、優先順位を付けます。

次に、それが政策上の問題なのか、管理上の問題な

のか、業務上の問題なのかを整理し、将来にわたっ

て真っ先に取り組まねばならない最重要課題と、次

のステップで取り組む重要課題とに分類します。

(2)業績課題を検討する 

戦略課題のうち、企業力については深く掘り下げて分析する必要がある。全体の傾向を掴んだのち、商品の収益力（付加価値率）、

財務収支の状況、資金調達・運用の状況から、自社の問題点を分析し、将来自社が取組むべき課題を整理します。 

(3)情報・管理システムの課題を検討する 

①情報システム 

　情報は現代の企業経営においては不可欠なものですが、それが活かされ

　るためには共有化され、効率的に利用できるようになっていなければな

　りません。また、適切な情報管理も必要です。

　情報システムの課題は、以下の視点から検討します。

②財務管理 

　経営管理をしっかりと行うためには、財務管理がきちんと行われていなければなりません。制度会計は当然として、管理会

　計の活用により業績管理が月次で実施され、その分析結果等が経営のコントロールに生かされなければなりません。

　財務管理の課題は以下の視点から検討します。

経営課題を設定する

経営環境

●事業領域

●需要状況

●競争関係

●情報システムの整備状況

●情報の活用状況

●業務の省力化状況

●セキュリティー管理状況

●経営計画　　　　　●予実分析（月次決算）　　　　●業績評価　

●資金管理　　　　　●原価計算　　　　　　　　　●資産管理　

●固定費管理

経営力

●トップマネジメント

●マーケティング

●組　織

企業力

●商品の収益力

●営業活動の効率

●財務収支の状況
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